
一般財団法人和歌山環境保全公社

令和４年度 事業報告

１ 事業概要

本公社は 一般財団法人として 県民の良好な生活環境の確保及び地域環境の保全に寄、 、

与することを目的として 廃棄物等の安全かつ適正な処理 ごみ削減に向けた３Ｒの推進、 、

及び環境保全のための啓発等に関する事業を行っています。

令和４年度は 適切な業務運営に努めるとともに 和歌山県知事から認可を受けた公益、 、

目的支出計画において実施事業とした すさみ建設残土処分場運営管理事業 循環型社会、 、

形成のための啓発推進事業を行いました。

また その他事業として大阪湾広域臨海環境整備センター和歌山基地における廃棄物受、

入等業務受託事業を実施しました。

２ 個別事業の概要

(１) すさみ建設残土処分場運営管理事業

公共事業から発生する建設残土を適正に処分するため 和歌山県が設置した公的建、

設発生土受入施設 西牟婁郡すさみ町大鎌６６９番地 を有償で利用し 和歌山県と（ ） 、

必要な協議等を行いながら、建設残土の受入れ及び管理業務等を行っています。

令和４年度のすさみ建設残土処分場における受入量は １４ ２２７トンで 令和、 ， 、

３年度受入量１５ ５９９トンから約９％減少しました 要因としては多くの受入量， 。

が見込める工事が減少していること 工事間での残土の流用が増えていることなどで、

す。

残容量は昨年度末受入可能であった約１４万８千トンから約１３万４千トンとな

っております。

＜受入量の推移（平成１７年度～令和４年度）＞

年 度 受入量（ｔ） 年 度 受入量（ｔ）

平成１７年度 ２０，８１５ 平成２６年度 １７，７４６

平成１８年度 ３１，４３１ 平成２７年度 ２６，２４２

平成１９年度 １２，０３０ 平成２８年度 ６５，１３３

平成２０年度 ２０，０９３ 平成２９年度 ５４，９８９

平成２１年度 １７，５８４ 平成３０年度 １２６，０５１

平成２２年度 ２７，２５３ 令和 元年度 ６８，６８５

平成２３年度 ２６，５９６ 令和 ２年度 ２７，０８３

平成２４年度 ４３，９７５ 令和 ３年度 １５，５９９

平成２５年度 ７５，８５７ 令和 ４年度 １４，２２７



(２) 循環型社会形成のための啓発推進事業

公益目的支出計画に定めた 不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する目的に関「

する事業 として 廃棄物の適正処理を推進するとともに ３Ｒ リデュース リユ」 、 、 （ 、

ース リサイクル や地球温暖化防止に関する啓発に取組み 循環型社会の形成に資、 ） 、

することを目的とする次の事業を行っています。

ア 食品ロス削減推進事業として アンケート調査の実施結果等を踏まえた啓発グッ、

ズの開発や 食品ロス対策の実践者のアイデアを情報発信するなど 食品ロスに対、 、

する取組促進を図りました。

イ 海洋プラスチックごみ対策を主体とした環境保全教育事業 うみわかまもるプ（

） 、 「 」ロジェクト として 令和３年度に作成した 海洋ゴミ問題に関する学習指導案

を用いた授業が８小学校で行われたほか ３校での海洋環境保全をテーマとした授、

業のサポートや 野外活動として うみわかまもる スクールの実施などを行いま、 「 」

した。

ウ 環境保全等をテーマとしたイベント おもしろ環境まつり に実行委員会の一員「 」

、 、として参画し 県内の環境保全等に関する活動を行っている民間団体等とともに

環境に関する問題提起とその対策の大切さなどについて参加者に情報の提供を行

いました。

エ 県・市町村等が実施する環境保全活動への参加者に対して 環境保全意識の醸、

成と高揚を図ることを目的に「レジバッグ」を配布し啓発を行いました。

オ 和歌山県及び和歌山市と連携して 和歌山市内にラッピングバス 車外啓発広告、 （

を掲出した路線バス ５台 を走らせ 不法投棄防止及び３Ｒ推進の啓発を行いま、 ） 、

した。

カ ラジオを通じて ３Ｒ推進等に関する情報提供を行い ３Ｒの推進や不法投棄の、 、

、 。防止 ごみ問題解決等に向けた一人ひとりの取組について呼びかけを行いました

キ 本公社のホームページを通じて ３Ｒ意識に関するアンケート調査を行い ごみ、 、

問題や３Ｒの推進に関する県民の知識や意識 行動についてデータの収集を行いま、

した。

(３) 大阪湾広域臨海環境整備センター和歌山基地における廃棄物受入等業務受託事業

大阪湾広域臨海環境整備センター和歌山基地 和歌山市湊２６７５－２６ 日本製（ （

鉄（株）関西製鉄所内 ）に搬入される廃棄物等の受入れを行い、積込施設を使用し）

て海上輸送船に積み込むまでの業務を受託しています。

， 、令和４年度の和歌山基地における産業廃棄物等の受入量は１２７ ９３０トンで

前年度に比べ一般廃棄物は２ ２％減少し 産業廃棄物は 鉱滓で１０ ６％ 産業． 、 、 ． 、

廃棄物全体では５ ５％の減少となり 受入量全体としては対前年度比４ ６％の減． 、 ．

少となりました。

なお 大阪湾広域臨海環境整備センターは 大阪湾圏域の広域処理対象区域の廃棄、 、

物を適正に処理し 生活環境の保全を図ること等を目的として 広域臨海環境整備セ、 、

ンター法により昭和５７年３月に近畿２府４県のほか関係市町村等の地方公共団体

１７４団体及び港湾管理者４団体の出資により設立された特殊法人です。



＜和歌山基地の受入量の推移（平成１５年度～令和４年度）＞

年 度 受入量（ｔ） 年 度 受入量（ｔ）

平成１５年度 １２３，９４３ 平成２５年度 １２５，４３８

平成１６年度 １３４，５６０ 平成２６年度 １２５，１０３

平成１７年度 １７８，６９０ 平成２７年度 １３９，６０２

平成１８年度 ２１８，０６１ 平成２８年度 １０６，２２４

平成１９年度 ２１２，０２６ 平成２９年度 １１７，１９３

平成２０年度 ２３４，９０６ 平成３０年度 １０９，６３２

平成２１年度 １５７，０２６ 令和 元年度 １３８，７８０

平成２２年度 １９３，１４５ 令和 ２年度 １４１，８２３

平成２３年度 １３９，５９２ 令和 ３年度 １３４，１２４

平成２４年度 １１６，３９４ 令和 ４年度 １２７，９３０

３ その他

本公社は、和歌山県、和歌山市外１２市町（旧２２市町）及び日本製鉄株式会社（旧

住友金属工業株式会社 外９事業者からの出捐金１億円をもって昭和５６年７月１日に財）

団法人和歌山環境保全公社として設立されました。

その後 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律等の施行により 平成２５年３月、 、

１８日付けで和歌山県知事の認可を得て 平成２５年４月１日から一般財団法人に移行し、

ました また 併せて公益目的支出計画の認可を受け 引き続き公益目的支出事業を実施。 、 、

していくこととしました。


